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１．概要  

 港湾基準等の耐震検討では，岸壁に用いられる鋼材をモデル化する際に全塑性モーメント後の勾配をゼロとして

計算する．しかし本報その１1)の検討により，鋼材塑性効果を考慮することで鋼矢板は降伏後も緩やかな二次勾配

を持ち，耐力を保ち続けることが判明している．本検討では，この二次勾配を考慮した FLIP 耐震検討 2)を実施する

ことで，地震時に発生する鋼矢板の曲率について考察するとともに，鋼矢板岸壁の安定性評価を行った． 

２．検討断面および検討条件 

 検討対象とする岸壁は図 1に示す鋼矢板岸壁とする．このとき，液状化対象層は Bg,Bs,As 層である．各層の地盤

パラメータおよび鋼材パラメータを表 1に示す．また，鋼矢板の二次勾配を検討するケースでは，二次勾配にその

１で得られた関係を用いる（図 2）．なお，地震動としては内閣府 3)より公開されている南海トラフ地震動（基本ケ

ース）を用いる（図 3）。 

図 1 岸壁断面図 
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図 2鋼矢板の二次勾配（鋼矢板非線形解析）           図 3 対象地震動（工学的基盤） 
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３．検討ケースおよび結果 

 代表的に Case1-1 での過剰間隙水圧分布および鋼矢板発生モーメントを図 4，図 5 に示す．また，表 2 に検討ケ

ースおよび結果一覧を示す．無対策断面，対策後断面ともに，鋼矢板の二次勾配を考慮すると変形量・応力ともに

やや減じたものの，考慮しない場合と大きくは変わらなかった．これは，本断面では鋼矢板に生じる応力が非常に

大きいためであると考えられる．対策効果について着目すると，無対策の Case1 では許容値 100cm を上回っている

のに対し、地盤改良を実施した Case2 では約 8cmと大きな効果が発揮されている．一方，鋼矢板の発生モーメント

は対策後断面でも海底面にて全塑性モーメントに達しており，耐震性能を満たしていない． 

表 2 検討ケースおよび検討結果 
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図 4 過剰間隙水圧比分布（変形倍率 1倍）        図 5 鋼矢板発生モーメント 

４．鋼矢板の曲率に関する考察  

無対策の場合の最大曲率は 0.182～0.197，対策を実施した場合の最

大曲率は 0.042～0.045 である（図 6）．一方、鋼矢板非線形解析結果

では，鋼矢板の無対策の最大曲率 0.2を超えた後も耐力増加傾向があ

り急激な耐力の低下は生じていない．（図 7）．すなわち，無対策断面，

対策断面ともに全塑性モーメントは超えるものの，岸壁の倒壊に至る

ような耐力低下に対しては大きな余裕がある． 

このことから，岸壁の変形量が港湾基準で定められる 100cm 以内に

収まっている対策後断面は，ある程度の修復により地震後も岸壁の利

用が可能になると推測される． 

５．まとめ 

 鋼矢板の終局状態を考慮した二次勾配を用いて FLIP 耐震検討を実

施することで，地震時に発生する曲率について考察するとともに，鋼

矢板岸壁の安定性評価を行った．この結果，本鋼矢板岸壁は南海トラ

フ地震動レベルでも崩壊には至らず，粘り強さを示すことが分かった． 
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  図 6 各ケースの M-φ関係 
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  図 7 鋼矢板非線形解析結果 
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